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：②地球環境への負荷の軽減

：環境研究部長 福田 晴耕

：環境研究部･河川研究部･建築研究部･

住宅研究部･高度情報化研究センター･

危機管理技術研究センター

：平成13年度～16年度

地球温暖化に対応するための
技術に関する研究

地球温暖化に対応するための
技術に関する研究

技 術 政 策 課 題

ﾌ ﾟ ﾛ ｼ ﾞ ｪ ｸ ﾄ ﾘ ｰ ﾀ ﾞ ｰ

関 係 研 究 部

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究期間
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国総研における国総研における
地球温暖化への対応地球温暖化への対応

• 温暖化に関連した研究課題は、幅広い分野に跨る

• 分野横断的な研究･総合的取り組みが必要

• 国土技術政策総合研究所での「プロジェクト研究」として
総括的に各研究の推進を図る

• 総合科学技術会議

地球温暖化研究イニシアティブ

反映、連携
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第２期科学技術基本計画

分野別推進戦略（総合科学技術会議）

環境

地球温暖化研究
インシャティブ

ゴミゼロ型・

資源循環型技術研究
イニシャティブ

自然共生型流域圏・

都市再生技術研究
イニシャティブ

科学物質リスク
総合管理技術研究 イ

ニシャティブ
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プログラム

重点４分野

各省の個別研究開発施策・課題

イニシャティブ
（環境分野の
重要課題）

対
策
シ
ナ
リ
オ
・
技
術
開
発
の

総
合
的
評
価

人
間
社
会
へ
の
影
響
評
価

水
循
環
変
動
モ
デ
ル
開
発

全
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地球規模
水循環変動研究
イニシャティブ

総合科学技術会議環境研究イニシャティブ総合科学技術会議環境研究イニシャティブ

ライフサイエンス 情報通信 ナノテク・材料

（実線：国総研が課題登録しているプログラム）
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イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ

地
球
温
暖
化
研
究

総合科学
技術会議

温暖化総合モニタ
リングﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

温暖化将来予測･気候
変化研究ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

温暖化影響･リスク評価
研究ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

温室効果ｶﾞｽ固定化･隔
離技術開発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

ｴﾈﾙｷﾞｰ等人為起源温
室効果ｶﾞｽ排出抑制技

術開発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

温暖化抑制政策研究
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

●地球環境の衛星モニタリング技術に関
する研究

●地球温暖化に対応した災害ﾘｽｸ軽減対
策に関する研究

●交通部門における二酸化炭素排出量削
減施策の効果に関する研究

＜ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称＞ ＜プロジェクト研究の課題＞

●環境負荷低減･自然共生型の建築・都
市整備技術に関する研究

プロジェクト研究とイニシアティブとの関連プロジェクト研究とイニシアティブとの関連
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●地球環境の衛星モニタリ
ング技術に関する研究

○リモートセンシング技術によ
る都市緑地のCO2固定量算
定手法の開発

○グランドトゥルースデータを
活用した土砂移動減少把握手
法

●地球温暖化に対応した
災害リスク軽減対策に関す
る研究

○土砂災害リスク評価

○洪水・渇水リスク分析

○水害脆弱性指標（FVI）

●交通部門における二酸
化炭素排出量削減施策の
効果に関する研究

○都市交通起源のCO2排出量
予測モデルの構築

○CO2排出量削減シナリオの
作成

○温暖化防止行動実行のため
の方策

●環境負荷低減･自然共
生型の建築・都市整備技
術に関する研究

○エネルギー自立循環型建
築・都市システム技術の開
発

○自動制御・マネジメントに
よる建築・設備の環境負荷
低減技術に関する研究

○木材活用型低環境負荷建
築構造技術の開発

○木質系廃棄物発生抑制技
術の開発
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20032003年度の二酸化炭素排出量の部門別内訳年度の二酸化炭素排出量の部門別内訳

運輸部門運輸部門
２１％２１％家庭部門家庭部門

１３％１３％

業務部門業務部門
等等 １６％１６％
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２．地球温暖化に対応した災害リスク軽減対
策に関する研究

３．環境負荷低減･自然共生型の建築・都市
整備技術に関する研究

４．交通部門における二酸化炭素排出量削
減施策の効果に関する研究

プロジェクト研究の構成プロジェクト研究の構成

１．地球環境の衛星モニタリング技術に関す
る研究
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高分解能人工衛星IKONOSと航空機搭載

レーザスキャナによる樹木パラメータ（樹高、

樹木本数等）の抽出と精度検証

樹木パラメータからCO2固定量の算定

樹 高 ：誤差1～2m程度の安定した精度

樹木本数 ：精度が不安定

CO2固定量：樹木本数の精度に大きく影響

研究対象地域研究対象地域

実施内容と成果実施内容と成果①①

◆東京都小金井公園及び周辺住宅地

◆東京都武蔵野市全域

東京都小金井公園及び周辺住宅地 東京都武蔵野市全域

IKONOS画像 航空機搭載レーザスキャナの概念

数値表層モデル（DSM） 数値標高モデル（DEM）

リモートセンシング技術による都市緑地のCO2固定量算定手法の開発
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自治体スケール（東京都武蔵野市）の都市緑地

総量把握およびCO2固定量算定

自治体へのヒアリングを通じ、都市緑地総量

調査手法の利用性検討（緑の実態調査）

さまざまなCO2固定量算定手法のメリット、デメリットを整理

自治体の調査への有用性を確認

IKONOSの画像情報から直接的にCO2固定量を求める手法の検討

航空機搭載ハイパースペクトラルセンサによる樹種判別の検討

樹高、樹木本数の誤差補正手法の検討

多変量解析によってCO2固定量の算定が可能

ハイパースペクトラル画像は特定樹種の抽出に有効

針葉樹/広葉樹別の手法・補正値で誤差軽減
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①現在利用可能な衛星で土砂移動現象を抽出・
判読した事例を蓄積し、パターン化・類型化

②グランドトゥルース情報を活用した衛星画像
解析手法の検討

地球温暖化による異常気象・植生変化等に
より、土砂移動現象が広域化・大規模化し
た場合の、衛星による効率的なモニタリン
グ手法を検討

衛星

土砂洪水氾濫
土砂の流出

植生状態の変化

観測

堆砂

崩壊地

土砂移動現象抽出

他流域等で
の抽出事例

判読事例

パターン化・類型化

etc

崩壊地

人為的
な開発

etc

土砂移動現象判読事例の蓄積

解析手法の検討

建築物・構造物

河川・道路etc
利用可能なグランド
トゥルース情報の併用
による衛星画像の解析

衛
星
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
手
法
の
確
立
に
よ
る
、

土
砂
移
動
現
象
の
経
年
変
化
の
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握

地すべり

グランドトゥルースデータを活用した土砂移動現象把握手法
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１．地球環境の衛星モニタリング技術に関す
る研究

２．地球温暖化に対応した災害リスク軽減対
策に関する研究

３．環境負荷低減･自然共生型の建築・都市
整備技術に関する研究

４．交通部門における二酸化炭素排出量削
減施策の効果に関する研究

プロジェクト研究の構成プロジェクト研究の構成
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（１） 土砂災害リスク

地球温暖化に対応した災害リスク軽減対策に関する研究地球温暖化に対応した災害リスク軽減対策に関する研究

地球温暖化降雨（ピーク雨量強度・連続雨量の増加）による土砂災害リスクについて、モデル
地区（熊本県水俣市）において検証

地区内で観測された実最大雨量（90mm/h、222mm/d）を地区全域に適用し、浸透流解析および斜面安定解析を実施した。

崩壊数の増加（崩壊面積率約0.25％→約2.5％） 崩壊タイミングの短縮（１時間早く崩壊が発生）

被災範囲の広域化 防災対応（初動）の余裕減

これまで以上に迅速・円滑な警戒避難体制の構築が必要

①災害危険度の評価

実崩壊地

予想崩壊地
（安全率1.0未満）
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（１） 土砂災害リスク

大きな土砂災害の経験後、防災体制の充実化を図った自治体（例として広島市）と、災害時点では体制
構築が不十分だった自治体（例として水俣市）について、災害対処活動の内容を比較した。

地域防災計画の比較（主な項目）

・温暖化対策として、より迅速な警戒避難体制の確立を行う必要

・一方、災害経験の有無により防災体制の脆弱性に差

②防災体制の脆弱性評価

市町村における防災体制の脆弱性を各自で
評価するツールが必要

土砂災害危険箇所 ● 過去に発生した土砂災害 １．土石流
２．がけ崩れ
３．地すべり
４．その他
５．発生したことはない

● 災害発生の時期 １．３年以内
２．３～１０年以内
３．１０～２０年以内
４．２０年以上前
５．わからない

・
・
・

避難所・避難路 ● 避難所・避難路の公表・周知 １．位置図を配付している
２．立て看板を設置している
３．町内の掲示板等で明記してい
４．ＨＰ等に掲載している
５．説明会等を開いている
６．広報誌等に記載している
７．特に公表はしていない

● 避難時の行動について １．避難にあたって担当者を複数
２．災害時要援護者を優先避難さ
３．災害時要援護者の住居を把握
４．指定避難所が使用できない場
５．代替避難路を設定
６．その他

● 地域防災計画書への記載 １．位置図と一覧表
２．一覧表
３．特に記載なし
４．分からない

● 避難所の構造 １．鉄筋・鉄骨作り
２．木造だが補修の予定がある
３．木造で補修の予定はなし
４．斜面が近い場合、斜面に面し

● 避難路の状況 １．途中に土砂災害危険箇所があ
２．途中に橋がある
３．途中に街灯がない
４．途中に防災行政無線スピーカ
５．その他危険な個所がある

啓発活動 ● 定期的な防災訓練 １．小中学校等で実施する避難訓
２．総合防災訓練（県等の主催）
３．職員による情報伝達訓練
４．住民を交えた直接参加型防災
５．自主防災組織・町内会主催の
６．災害図上訓練

他

診断項目 診断内容

計画書記載項目
広島市

（平成15年、災害経験後作成）
水俣市

（平成15年、災害経験前作成）

水防訓練 教育、訓練 －
防災訓練の指導・協力 市民、事業所等への積極的な働きかけ －

自主防災組織 知識の普及
自主防災体制の充実強化
リーダー育成
活動環境の整備
活動の活性化
少年消防クラブ等の育成、指導
消防団の強化
企業防災活動の促進

災害時要援護者対策 予防対策 －
避難救護体制の確立 －

災害ボランティア 連絡調整会議 －
支援センターとの連携 －
受け入れ体制 －

避難対策 注意喚起、自主避難の呼びかけ －
自主避難、避難勧告等の判断基準 －
住民説明等の実施 －
関係機関への通知 －
災害種別に応じた避難 －
避難誘導、避難路の確保、避難場所開設 －

自主防災組織の育成及び指導

リスク診断票（案）の提案

災
害
の
経
験
に
よ
り
、
よ
り
詳
細
・具
体

的
な
部
分
ま
で
計
画
に
位
置
付
け

防災体制の脆弱性評価のためのリスク診断票（案）
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100年確率最大日降水量の変化率
（100年後／現在）

（２） 洪水リスク
地域気候モデル（RCM20)の分析

・紀伊半島、九州の一部を除
いて100年確率年最大日降水

量が増加

・特に北海道西部、東北北部、
北陸等で増加が顕著

・紀伊半島、九州の一部を除
いて100年確率年最大日降水

量が増加

・特に北海道西部、東北北部、
北陸等で増加が顕著

100年後

地域気候モデル（RCM20)とは・・・
気象庁・気象研究所が開発
水平分解能20km（全球大気海洋結合モデ
ル（CGCM2,水平分解能約280km）の出力を

境界条件として、日本域をダウンスケーリン
グしたもの）
使用されている温室効果ガス排出シナリオ
はA2（独立独行と地域の独自性を基本にし
た地域的経済発展を中心としたシナリオ）
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（３） 渇水リスク

・冬から春にかけて北海道を除く広い範囲で降水量が減少・冬から春にかけて北海道を除く広い範囲で降水量が減少

季節別降水量の変化率（100年後／現在）

利根川流域における試算

ダム貯水量が頻繁に低下

100年後（2081～2100年、計算値）

現在（1981～2000年、計算値）

・気温上昇等により積雪量が減少、融
雪出水の時期が早まる

・5～6月のダム流入量が大幅に減少

・気温上昇等により積雪量が減少、融
雪出水の時期が早まる

・5～6月のダム流入量が大幅に減少

ダムの利水運用への影響（8ダム合計貯水量）

矢木沢ダム流入量の変化 (現在、100年後)

春季（3-5月）

冬季（12-2月）

夏季（6-8月）

秋季（9-11月）

100年後
100年後

地域気候モデル（RCM20)の分析
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貯
水

量
（
万

m
3
）

利 水 容 量
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１．地球環境の衛星モニタリング技術に関す
る研究

２．地球温暖化に対応した災害リスク軽減対
策に関する研究

３．環境負荷低減･自然共生型の建築・都市
整備技術に関する研究

４．交通部門における二酸化炭素排出量削
減施策の効果に関する研究

プロジェクト研究の構成プロジェクト研究の構成
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従来型のシステムと比較してエネルギー消費
量を５０％低減できる、エネルギー・資源を極力
外部に依存しない自立循環型建築システム及び
関連する都市基盤計画技術を開発する。

技術開発の課題技術開発の課題

・自立循環のための住宅・都市システム最適化
技術の開発

・ＩＴ技術の活用による計測・診断・維持管理シス
テムおよび普及システムの開発

実施内容実施内容

環境負荷低減・自然共生型の建築・都市整備技術に関する研究環境負荷低減・自然共生型の建築・都市整備技術に関する研究

（１）資源・ｴﾈﾙｷﾞｰの自立循環型建築・都市ｼｽﾃﾑ技術の開発

１）エネルギー自立循環型建築・都市システム技術の開発

y 
座
標

x 座標

100
9 0

8 0 7 0
60

5 0
4 0

3 0
40

5 0

緑化・
水面涵養

省エネ型
冷蔵庫等

乾燥機

配管等断熱
暖冷房機

床暖房
雨水・中
水貯留層

浄化槽

太陽光発電

ホーム・オー
トメーション

排熱回収

通風

自然照明

燃料電池・ヒートポンプ等
の熱源システム

太陽熱温水器

高断熱躯体

自立循環型住宅

省エネ型住戸（多様
な自立循環型システ
ムを実際に設置） ほぼ同一条件の２住戸を用

いて一対比較実験

実居住条件を正確に反復できる「生活ロボット」により同
一生活条件で省エネ効果の実証を行っている。

・場 所：茨城県つくば市 建研・国総研内

・主要構造：RC造 ・階 数：地上3階 ・延床面積：956.16㎡

・住戸数：9戸（1住戸約73㎡） ・建物高さ：9.6m ・建築面積：956.16㎡

比較基準住戸（2000年の平

均的住宅システムとした）省エネ型住戸（多様
な自立循環型システ
ムを実際に設置） ほぼ同一条件の２住戸を用

いて一対比較実験

実居住条件を正確に反復できる「生活ロボット」により同
一生活条件で省エネ効果の実証を行っている。

・場 所：茨城県つくば市 建研・国総研内

・主要構造：RC造 ・階 数：地上3階 ・延床面積：956.16㎡

・住戸数：9戸（1住戸約73㎡） ・建物高さ：9.6m ・建築面積：956.16㎡

比較基準住戸（2000年の平

均的住宅システムとした）
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（１）資源・ｴﾈﾙｷﾞｰの自立循環型建築・都市ｼｽﾃﾑ技術の開発

２）自動制御・マネジメントによる建築・設備の環境負荷低減技術に関する研究

ｴﾈﾙｷﾞｰ消費の効率化を図るため、これまで使用者に依存してそれぞれ独立して運転・制御されてきた住宅・建
築物の設備機器について、ｾﾝｻｰや組込型ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰを活用して自動的に連携・制御することを可能とするｼｽﾃﾑ
を構築する。

技術開発のアウトプット技術開発のアウトプット

①住宅・建築物に設けられる設
備機器の自動的な連携・制御を
可能とするシステムの開発

②複数の建築物に設けられた設
備機器の連携・制御を可能とする
システムの開発

実施内容実施内容

・外部への情報伝達、

・外部からのサービス提供

ブラインド開閉センサ・コントローラ

システム対応型エアコン

室
内
環
境
セ
ン
サ

電気、ガス、水の管理

自動構築型制御・ マネジメントに よる省資源・ 省エネ

・設備・機器の無線通信等による自動的な連携・組織化

（省エネ・省資源アドバイス・教育機能、予告機能等）

・外部のサービスによる設備の高度な制御・管理サービス

・制御・マネジメントボックスによる
最大効率運転等

水量センサ・コントローラ （給湯エネルギー、水使用量の削減）
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（２）低環境負荷・資源循環型木質建築技術の開発

１）木材活用型低環境負荷建築構造技術の開発

・低環境負荷材料である木材を活用した建築構造の性能評価法を開発し、技術基準の改正を通じて、４～
５階程度の中層の事務所建築物等を木質複合構造で建設可能とする。

技術開発のアウトプット技術開発のアウトプット

・木質複合部材の性能評価式・標準試験法の開発

・木質複合構造の構造性能評価法の開発

・木質複合構造建築物の防火性能評価法の開発

実施内容実施内容

補強部材
（FRP、金属等）

木材

集成材

 ボルト等

木質複合部材

部材データ収集、構造設計法、防火設計法

部材の性能評価式
・標準試験法 構造性能評価法 防火性能評価法

木質複合構造

技

術

開

発

CO2発生

セメント焼成炉 溶鉱炉

建設時にCO2発生量が少なく、炭
素固定効果がある木材の利用拡大

木質複合構造建築物
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（２）低環境負荷・資源循環型木質建築技術の開発

２）木質系廃棄物発生抑制技術の開発

・木材は低環境負荷材料であるが、木造建築物の除却・解体時においては、再資源化が困難な、木材とモ
ルタル等が混ざった混合廃棄物が問題となっている。

・このため、本研究においては、木質系廃棄物発生抑制技術を開発した。

技術開発のアウトプット技術開発のアウトプット

・廃棄物発生抑制型木造構法
の開発

・建築材料・部材の再資源化技
術の開発

・再資源化及び資源潤滑化技
術普及システムの開発

実施内容実施内容

建 築 時 に
お け る 資
源 循 環 化
技 術

解 体 除 却
時 に お け
る 再 資 源
化 技 術

必要な技術 最終目標

■健全な国土
継承できる健全な国土の創生

■持続可能性
持続可能な建築活動の実現

背景

部 材 再 使 用
材 料 再 利 用

原料再資源化

燃 料 化

廃 棄

地球環境と地域環境の悪化

低再資源化率
解体
除却

設計時の
配慮不足

部 材 再 使 用

材 料 再 利 用

原料再資源化

燃 料 化

廃 棄

再資源化率の向上

分別・再資源化しやすい
木造建築物の開発

再資源化技術の開発・評価

？ 再資

源化

その他
ボード
型 枠

骨材
燃　料

評価技術の開発

物質循環に対する評
価技術の開発

普及技術の開発

制度等を検証するた
めのモデルの開発

建物の設計 材料・部材の設計
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１．地球環境の衛星モニタリング技術に関す
る研究

２．地球温暖化に対応した災害リスク軽減対
策に関する研究

３．環境負荷低減･自然共生型の建築・都市
整備技術に関する研究

４．交通部門における二酸化炭素排出量削
減施策の効果に関する研究

プロジェクト研究の構成プロジェクト研究の構成
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１）新しい地球温暖化対策推進大綱で示された温室効果ガス削減量の早期目標達成 と
２）京都議定書の第1約束期間以降の更なる削減に向けた施策の効率的な実施

↓
温暖化対策のための施策や事業を効率的かつ効果的に実施するためには、

どこに どんな施策を どれだけ いつまでに 必要なのかシナリオを示す必要がある

１）新しい地球温暖化対策推進大綱で示された温室効果ガス削減量の早期目標達成 と
２）京都議定書の第1約束期間以降の更なる削減に向けた施策の効率的な実施

↓
温暖化対策のための施策や事業を効率的かつ効果的に実施するためには、

どこにどこに どんな施策をどんな施策を どれだけどれだけ いつまでにいつまでに 必要なのかシナリオを示す必要がある

研究項目
・交通起源のCO2排出量予測モデルの構築

・二酸化炭素低減施策の社会的受容性向上方策に関する研究

研究項目研究項目
・交通起源のCO2排出量予測モデルの構築

・二酸化炭素低減施策の社会的受容性向上方策に関する研究

環境税の導入
環境税の導入

自動車走行台キロあたりの

CO2排出量削減施策

自動車走行台キロあたりの

CO2排出量削減施策

交通の円滑化
•ピーク時交通量の分散
•ボトルネック対策の実施

交通の円滑化
•ピーク時交通量の分散
•ボトルネック対策の実施

他の交通機関への転換等
•鉄道料金の値下げ
•バスの運行本数の増加
•P＆R駐車場の整備
•自転車道の整備
•ロードプライシング
•共同配送等による積載率の向上

他の交通機関への転換等
•鉄道料金の値下げ
•バスの運行本数の増加
•P＆R駐車場の整備
•自転車道の整備
•ロードプライシング
•共同配送等による積載率の向上

自動車走行台キロそのものの削減施策自動車走行台キロそのものの削減施策

低公害車の普及促進

•自動車関係諸税のグリーン税制
•低公害車の導入

低公害車の普及促進

•自動車関係諸税のグリーン税制
•低公害車の導入

交通負荷の小さい土地利用
•都心の高度化
•在宅勤務
•物流拠点の適正配置、広域物流ターミナルの整備

交通負荷の小さい土地利用
•都心の高度化
•在宅勤務
•物流拠点の適正配置、広域物流ターミナルの整備

交通から排出される交通から排出されるCOCO22の削減施策の削減施策

交通部門における二酸化炭素排出量削減施策の効果に関する研究交通部門における二酸化炭素排出量削減施策の効果に関する研究
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・４段階推定法（発生交通量→起終点交通量→手段分担→道路交通量という
ステップをともなって道路交通量を推定する手法）を基礎としたモデル

・都市圏で発生するCO2排出削減量を推計するモデル(東京、福岡、宇都宮
都市圏をケーススタディ都市として開発）

生成交通量推計

発生・集中量推計

分布交通量推計

交通手段選択推計

物流施策導入効果推計

サブモデル（発生源の調整）

都心の高度化による

市街地縮小推計サブモデル

パークアンドライド推計

サブモデル

人口データ

環境税導入効果推計

サブモデル

自動車走行台キロ推計モデル

公共交通からの環境負荷

物質排出量推計モデル

区画道路の

走行台キロ推計

物流施策導入効果推計

サブモデル（積載効率の向

低公害車導入効果推計

サブモデル

ボトルネック対策効果推計

サブモデル

交通手段別トリップ推計モデル

幹線道路の速度別

走行台キロ推計

自動車からの環境負荷物

質排出量推計モデル

環境負荷物質排出量

メインモデルの範囲

データ

出力値

メインモデル

サブモデル

都市交通起源のCO2排出量予測モデルの構築都市交通起源のCO2排出量予測モデルの構築

「都市交通の環境負荷低減施策評価モデル」
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施策
番号 施策名 施策内容 施策実施量

都心地区の3次産業就業者数を増加させる 1.2倍に増加

10%在宅勤務

20%割引

運行頻度２倍

郊外部に1万台

2%に自転車道

4%を転換

流入車へ300円課金

炭素1tあたり10,000円

ピーク時前後1時間

対策実施

都心0.5km2を郊外移転

郊外部に1km2整備

30％の貨物車が実施

都心地区の3次産業就業者が在宅勤務を行う

運賃を割引

バス運行本数を増加させる

Ｐ＆Ｒ駐車場を郊外部に整備する

自転車道を整備する

乗用車から電気自動車に転換させる

郊外部から都心及び周辺部への流入車へ課金

炭素１ｔあたりに課金する

ピーク時交通量平準化

主要渋滞ポイントにて対策を行う

都心地区にある物流施設を郊外部に移転する

郊外地区に広域物流ターミナルを整備する

都心地区の貨物車が共同集配を実施する

１ 都心の高度化

２ 通勤代替

３ 鉄道料金値下げ

４ バス運行本数の増加

５ Ｐ＆Ｒ駐車場の整備

６ 自転車道整備

７ 低公害車導入

８ ロードプライシング

９ 環境税

10 ピーク平準化

11 ボトルネック対策の実施

12 物流施設適正配置

13 広域物流ターミナルの整備

14 共同集配の実施

「都市交通の環境負荷低減施策評価モデル」で検討した
推計対象施策と施策実施量

「都市交通の環境負荷低減施策評価モデル」で検討した
推計対象施策と施策実施量
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「都市交通の環境負荷低減施策評価モデル」による
施策効果の推計結果

「都市交通の環境負荷低減施策評価モデル」による
施策効果の推計結果
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環境についての知識

環境リスク認知

（地球温暖化がどのくらい悪い影響を及ぼすのか？）

責任帰属認知

（誰が、何が原因なのか？）

対処有効性認知

（何をしたら、どれくらい効果があるのか？）

行動をするかどうかの判断

実行可能性評価

（自分にできるかどうか？ 簡単か？）

便益費用評価

（コスト・利益はどれくらいかかるか？）

社会規範評価

（社会から求められている？しなければならない？）

【目標意図】

地球温暖化防止（環境）に

よい行動をしたほうがよい

【行動意図】

地球温暖化対策をしよう！

態度→行動

地球温暖化防止行動実行のための方策地球温暖化防止行動実行のための方策
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●人文系・社会科学系の学識者や市民活動のリーダー等からなる研究会により検討
●地球温暖化対策に関する取り組み（＝環境配慮行動）の「開始」・「継続」には、

それぞれに抵抗感が存在する。
●このため、｢取り組みへの抵抗感｣を効果的に低減する協力要請を検討することが必要である。

【環境配慮行動に対する抵抗感】

地球温暖化対策の協力要請の概念地球温暖化対策の協力要請の概念

環境配慮行動の
開始時に、大きな
抵抗感がある

環境配慮行動の
継続（持続）に、
抵抗感がある

抵抗感は、金銭
面、作業量、理解
度等の心理面な
どにより形成

環境配慮意識の低い人への協力要請手法
・キーパーソン（販売者）への情報提供
・マスコミ・タレントの活用 など

環境配慮意識の高い人への協力要請手法
・環境配慮行動に対する表彰制度
・イベント等の企画運営への参画 など
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【環境配慮行動の例】

・低公害車を購入する

メリットに関する情報コンテンツ例

●燃料費の節約効果

●助成金の支給による初期投資の低減

●地球環境負荷軽減への貢献度 など

取り組みによるメリットを情報提供する

行動開始時の抵抗感の低減に着目

行動開始時の大きな抵抗感を低減する協力要請手法行動開始時の大きな抵抗感を低減する協力要請手法



30

行動開始時～継続時の抵抗感を低減する協力要請手法行動開始時～継続時の抵抗感を低減する協力要請手法

※継続的実施が必要

【環境配慮行動の例】
・自家用車を手放しカーシェアリングする
・パークアンドライド
・公共交通機関の利用 など 取り組みによる

メリットを情報
提供する

環境に関する
教育・啓発を

実施する

価値観の変革
を促す情報を

提供する

＋ ＋

行動開始時～継続時の抵抗感の低減に着目

●幼児期での環
境教育の実施

●地域での生涯
学習を通じた環
境教育の実施

など

●個人所有

→ 共有

●スローライフ

など
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研究の成果研究の成果

１．地球環境の衛星モニタリング技術に関する研究
・ 地球観測衛星を活用した都市緑地の把握とCO2固定量算出手法の開発

・ 地球観測衛星ﾃﾞｰﾀを活用した災害ﾘｽｸへの影響解析手法の開発

２．地球温暖化に対応した災害リスク評価及び軽減対策に関する研究
・ 温暖化に伴う降雨変動のシナリオを策定し､土砂災害､洪水・渇水リスクの

評価方法の提案及び災害リスクの軽減対策の提案

３．環境負荷低減･自然共生型の建築・都市整備技術に関する研究
・ 資源･ｴﾈﾙｷﾞｰの自立循環型建築･都市ｼｽﾃﾑ技術の開発

・ 低環境負荷･資源循環型木質建築技術の開発

４．交通部門における二酸化炭素排出量削減施策の効果に関する研究
・交通起源のCO2排出量予測モデルの構築

・二酸化炭素低減施策の社会的受容性向上方策に関する研究
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研究成果の活用状況研究成果の活用状況

– 気候変動枠組条約の条約インベントリに対応した開発地内の緑
地面積と吸収量報告に活用

– 「木質複合建築計画マニュアル」（国総研ほか監修）を発行

５階建て木質ハイブリッド構造（1階が鉄筋コンクリート造、
2～5階は木造）が建設着手

– 「地球温暖化防止のための道路政策会議」における検討に活用

– 温暖化による降雨特性の変化を踏まえた治水・利水・砂防計画
の見直し等に反映

– 地域防災・避難計画の策定に活用

○地球温暖化による災害の軽減

○地球温室効果ガスの削減
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終 わ り
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